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○菊川市経済変動対策貸付金利子補給制度要綱 

令和２年４月１日 

告示第64号 

改正 令和３年３月29日告示第51号 

 令和５年12月22日告示第264号 

（趣旨） 

第１条 市長は、新型コロナウイルス感染症による影響を受け業況が悪化した市内中小企

業者の経営安定を図るため、静岡県中小企業経営安定資金融資制度にのっとり、必要な

資金を融資した取扱金融機関に対し、予算の範囲内において、利子補給金を交付するも

のとし、その交付に関しては、菊川市補助金等交付規則（平成17年菊川市規則第29号）

及びこの要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 中小企業者 中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号）第２条第１項に規定する

ものをいう。 

(2) 取扱金融機関 静岡県信用保証協会（以下「協会」という。）と信用保証に関し約

定し、この要綱に係る融資を行うものをいう。 

(3) 静岡県経済変動対策貸付（新型コロナウイルス感染症対応枠）（以下「新型コロナ

ウイルス感染症対応枠」という。） 静岡県中小企業経営安定資金融資制度要綱（平

成14年３月20日付け商金第500号商工労働部長通知）別表に規定する経済変動対策貸付

のうち新型コロナウイルス感染症対応枠に係るものをいう。 

（対象者） 

第３条 この要綱における融資の対象者は、市内に店舗、工場又は事業所を有し、原則と

して、１年以上継続して同一事業を営んでいる中小企業者であって、次の各号のいずれ

にも該当するものとする。 

(1) 新型コロナウイルス感染症対応枠に係る融資の条件を満たしていること。 

(2) この要綱に係る融資の申込日以前において納期が到来した市税等（徴収猶予に係る

税額を除く。）を完納していること。 

（融資の条件） 

第４条 この要綱における利子補給の対象となる融資の条件は、次のとおりとする。 

(1) 資金使途 事業資金（設備資金及び運転資金） 

(2) 融資限度額 １企業につき、8,000万円 

(3) 融資期間 ３年以内 

(4) 利子補給率 0.67パーセント 

(5) 償還方法 元金均等月賦償還又は元利均等月賦償還のいずれかとする。ただし、設

備資金にあっては３年以内、運転資金にあっては２年以内の措置期間を認める。 

(6) 信用保証及び保証料 協会の保証付きとし、保証料は協会の定める率とする。 

(7) 担保及び保証人 協会の定めるところによる。 

（融資の申込み、審査、決定等） 



-2- 

第５条 この要綱に定める融資を受けようとする者は、菊川市経済変動対策貸付金申込書

（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、取扱金融機関を経由して市長に提出しなけ

ればならない。 

(1) 静岡県中小企業経営安定資金融資制度要綱別表に定める提出書類の写し 

(2) 菊川市で事業を１年以上継続して営んでいることを証明する書類 

(3) その他市長が必要として指示した書類 

２ 市長は、取扱金融機関から前項の申込書の提出があった場合は、速やかにその内容を

審査し、適当と認めたときは、取扱金融機関を経由し、関係書類を協会に送付するもの

とする。 

３ 協会は、取扱金融機関から前項の申込書の送付を受けた場合は、速やかにその内容を

審査し、適当と認めたときは、取扱金融機関に保証の承諾を行うものとする。 

４ 取扱金融機関は、前項の規定により保証承諾を受けたときは、速やかに融資を実行す

るものとする。ただし、特別な理由により融資が不可能と決定したときは、その旨を市

長へ報告するものとする。 

５ 取扱金融機関は、この要綱に係る融資について歩積預金又は両建預金を要求してはな

らない。 

（報告） 

第６条 協会は、この要綱による保証の状況等を別に定めるところにより市長に報告する

ものとする。 

（利子補給金の額） 

第７条 取扱金融機関に交付する利子補給金の額は、年度別に区別して算定するものとし、

毎年４月１日から９月30日まで及び10月１日から３月31日までの各期間における融資平

均残高（計算期間中各残高の合計を６で除して得た金額）に、第４条第４号に定める利

子補給率及び期間（当該半期分／12月分）を乗じて得た額の合計とする。 

（利子補給金の申請） 

第８条 この要綱による利子補給金の交付を受けようとする取扱金融機関は、菊川市経済

変動対策貸付金利子補給金交付申請書（様式第２号）に次に掲げる書類を添えて、市長

に提出しなければならない。 

(1) 菊川市経済変動対策貸付金利子補給金計算内訳表（様式第３号） 

(2) その他市長が必要として指示した書類 

２ 前項の申請書は、市長が別に定める日までに提出しなければならない。 

（交付の決定） 

第９条 市長は、前条の申請書が提出された場合は、内容を審査の上、適当と認めるとき

は、当該申請者に対し、菊川市経済変動対策貸付金利子補給金交付決定通知書（以下「交

付決定通知書」という。）（様式第４号）により通知するものとする。 

（請求の手続） 

第10条 この要綱による利子補給金の交付の請求を行おうとする取扱金融機関は、請求書

（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の請求書は、交付決定通知書を受領した日から起算して10日以内に提出しなけれ

ばならない。 
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（遵守事項） 

第11条 取扱金融機関は、この要綱及び協会との契約を遵守しなければならない。 

２ 市は、取扱金融機関について関係書類の不実記載、資金使途の虚偽流用等、この要綱

に違反する事項があると認めたときは、関係機関と協議して利子補給を取り消すことが

できる。 

（補則） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市、協会及び取扱金融機関が協議

して定める。 

附 則 

この告示は、公示の日から施行し、令和２年３月18日から令和６年３月31日までに実行

された融資に適用する。 

附 則（令和３年３月29日告示第51号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行前に、改正前の菊川市経済変動対策貸付金利子補給制度要綱の規定に

より実行された融資については、なお従前の例による。 

  附 則（令和５年12月22日告示第264号） 

 この告示は、公示の日から施行する。 
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